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１．特別区が児童相談所を担うと

◇児童相談所と子ども家

庭支援センターの狭間に

落ちるケースがある

◇通告・相談先が２ヵ所

あるため、わかりにくい

◇二元体制により、時間

のロスと認識に温度差

が生じる

◇相談件数や困難事例

の増加等により、児童福

祉司が不足している

◇一時保護所の定員が

不足している

◎児童相談所を２３区すべてに設置！

＊児童相談所 ７ヵ所 ⇒ ２３ヵ所

◎児童福祉司・児童心理司の配置を充実！

＊児童福祉司 約１２０人 ⇒ 約２２０人

＊児童心理司 約 ５０人 ⇒ 約 ９０人

◎一時保護所の定員を拡充！

＊一時保護所の定員 約１５０人 ⇒ 約２６０人

◎すべての相談に対応！ ◎法的措置から家庭復帰後までの一貫した対応！

【相談受理件数】 ５５，４５０件（Ｈ２４）

○児童相談所

２６，１１３件（４７％）

○子ども家庭支援センター

２９，３３７件（５３％）

各区が設置する児童

相談所で、すべての相

談に対応

○区で受理したケースで、「判定」、

「臨検・捜索」、「一時保護」、「入所

措置」など、法的権限等が必要とな

る場合は、児童相談所に送致

○家庭復帰等により、児童相談所

の援助終了後、区に移管

各区が設置する児童相

談所で、法的措置から家

庭復帰後まで、一貫して

対応

②責任や窓口の明確化

区民や関係機関から通告・相

談先がわかりやすくなり、児童

相談所が身近に。

また、通告などの情報の錯綜

をなくし、責任と窓口の所在を

明確にする。

③一貫した支援体制の構築

虐待の未然防止をはじめ、早

期発見、相談・調査・保護・再

統合、その後の見守り、里親・

養護施設など社会的養護の必

要な子どもへの対応等、切れ

目のない一貫した支援体制を

構築する。

④総合的なアプローチの実施

保健所、保育園、学校、障害

福祉所管課、福祉事務所など、

区の関係部署が連携した幅広い

支援体制を組んで、総合的なア

プローチを実施する。

⑤地域全体による見守り体制

の充実

区民に身近な特別区が、地

域の関係機関と連携することで、

子どもの状況を的確に把握しな

がらきめ細かな対応を行い、見

守り体制の充実を図る。

▽ 現行体制上の課題・問題点

▽ 特別区が目指すすがた

①児童相談体制の充実・強化

児童福祉司・児童心理司の配

置の充実、一時保護所の定員拡

充、広域自治体としての東京都と

の連携（特に高度な専門的知識

及び技術を要する相談に関する

技術的援助や助言等）により、児

童相談体制の充実・強化を図る。

※ 資料中、児童福祉司・児童心理司の職員数と一時保護所の定員は、「特別区児童相談所事務移管モデル」で算出したものである。
 

特別区児童相談所移管モデル（概要）  
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２．基本的な考え方 

 

 

○ １区１所とする。 

○ 施設整備については、既存の区有施設の活用、区有施設の一部改築、既存の児童 

相談所の活用、新規施設の建設を検討する。 

 

〈cf.既存の児童相談所の活用パターン〉 

１ 区部にある全ての児童相談所（7 ヵ所）を所在区に移譲。 

２ 児童相談センターを除く全ての児童相談所（6 ヵ所）を所在区に移譲。 

○ １区１所とする。ただし、必要に応じて共同設置することも考える。 

（この場合、地方自治法に規定された制度を活用する。） 

○ なお、自区の一時保護所で保護することが適当でない場合などには、特別区内 

の一時保護所を相互に利用する。 

 ○ 施設整備については、既存の区有施設の活用、区有施設の一部改築、既存の一時保

護所の活用、新規施設の建設を検討する。 

 

〈cf.既存の一時保護所の活用パターン〉 

１ 区部にある全ての一時保護所（4 ヵ所）を所在区に移譲。 

２ 児童相談センターを除く全ての一時保護所（3 ヵ所）を所在区に移譲。 

３ 区内にある一時保護所（4 ヵ所）を共同処理で活用する場合には、共同処理 

  をするための機関に移譲。 

○ 児童福祉法等の改正により、児童相談所設置市を目指す。 

○ ２３区が一律に児童相談所等の事務移譲を受ける。 

１ 移管の方法 

 

２ 児童相談所の設置 

 

３ 一時保護所の設置等 

 

 

○ 児童相談所設置市の事務は、各区で実施する。ただし、広域的・統一的判断を

要する事務や特に高度な専門的知識を要する事務等については、23 区が連携して

実施することも検討する。 

○ 子ども家庭支援センターの機能のうち、虐待対応については基本的に児童相談

所が担う。その他虐待の未然防止を含む子育て支援に関することは、各区の実情

に応じ、区内の関係所管課を含め、児童相談所の移管に向けた児童相談体制の見

直しの中で検討する。 

 

○ 移管に向けた準備として、児童福祉司や児童心理司など移管後の児童相談所に配

置する職員を、順次、児童相談所に派遣し、具体的な事務のノウハウを習得させる。

また、移管当初は、都から児童相談所経験者の派遣を受ける。 

○ 児童福祉司は、子ども家庭支援センター相談員や、保健師、保育士等を活用し、

計画的に育成する。 

○ 児童心理司は、心理職を計画的に任用し、子ども関連部署で育成する。２３区で

職員を確保する。 

○ 児童相談所長は、区の管理職の中等から、有資格者を活用する。 

○ 研修は、特別区職員研修所の専門研修のほか、子どもの虹情報センターや都が実

施する既存の研修体系を活用する。 

４ 人材育成 

 

５ 児童相談所設置市の事務等 

児童相談所名 区部以外の管轄 

児童相談センター  ＊ 千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、渋谷区、豊島区、

練馬区、島しょ地域 

江東児童相談所   ＊ 墨田区、江東区、江戸川区 

足立児童相談所   ＊ 足立区、葛飾区 

北児童相談所 北区、荒川区、板橋区 

品川児童相談所 品川区、目黒区、大田区 

杉並児童相談所 杉並区、中野区、武蔵野市、三鷹市 

世田谷児童相談所 世田谷区、狛江市 

 

参考：区部にある児童相談所 

 

＊は一時保護所を併設。児童相談センターは併設のほか、区部に単独の一時保護所（１ヵ所）を保有。 
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◎児童相談行政の機能面からみた「現行の体制（イメージ）」

特 別 区 東 京 都

住民記録等 基本情報

保健所
福祉

事務所
保育園

小学校

中学校
児童館

障害者

福祉課

〔地域の関係機関〕

など

民生委員

児童委員

医療機関

警察

ＮＰＯ等

など

子ども家庭

支援セ ン タ ー

通告・相談

の受付

児 童 相 談 所

一 時 保 護 所

通告・相談の受付

受理・調査

○療育手帳等に係る判定事務

児童養護施設

児童自立支援施設

乳児院

障害児入所施設

など

送 致

○措置費等に関する事務
意見照会

意見具申

判定結果

里親

地域住民

福祉保健局所管課

児童福祉審議会

認定諮問 答申

○里親に関する事務

○小児慢性疾患の医療

の給付に関する事務

○指定療育機関に関する

事務

○認可外保育施設に関

する事務

○障害児入所給付費の支

給等に関する事務

○児童福祉施設に関す

る事務

○児童自立生活援助事業

に関する事務

○児童委員に関する事務

「東京ルール」

区では対応できない法的

措置を必要とする場合

○判定

○出頭要求

○臨検・捜索

○一時保護

○施設入所措置 など

立入調査、臨検・捜索など

児童本人

家族

【要保護児童対策調整機関】

連携 情報共有

援助

通告・相談

援助終了、家庭復帰

家庭復帰

※１ 「緑の線」は、子ども家庭支援センターが担当する場合の流れ

※２ 「青の線」は、児童相談所が担当する場合の流れ

◇「援助方針」の擦り合わせなど
に時間がかかる
◇狭間に落ちるケースが発生する
◇二元体制の下では、臨機応変
な対応ができない

児童相談所が特別区に移管された場合には、「東京ルール」に基づいて行われている

連絡・調整等（グレーの矢印）は丌要となる

入所措置・里親委託

通告・相談

通告

相談

通告・相談

通告

相談

区 移 管

【関係部署】
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◎児童相談行政の機能面からみた「移管後の体制（イメージ）」

特 別 区

児 童 相 談 所
（子ども家庭支援センター）

通告・相談の受付

受理・調査

一 時 保 護 所

住民記録等 基本情報

福祉

事務所

など

児童養護施設

児童自立支援施設

乳児院

障害児入所施設里親

○措置費

等に関す

る事務

【家庭的養護の推進】

◇里親、ファミリーホーム登録数の増加を図る

里親等委託率を大きく増加させた自治体における取組

み等を参考に、里親制度について、区の広報や各種イベ

ントを活用した普及啓発を行う。

◇里親等への支援体制を強化する

児童相談所や子ども関係所管の中に、里親支援担当部

署をおき、里親支援機関事業を実施する。

【施設養護の整備】

◇児童養護施設等の整備を行う

各区が、自区内に施設建設を希望する社会福祉法人な

どへの建設費の補助を行う。

また、施設は、大規模なものではなく、小規模施設や

グループホームを中心に整備する。

◇児童自立支援施設の設置について、特別区が共同して

設置することも視野に入れて検討する

情緒障害児短期治療施設についても、特別区が共同し

て設置することが可能であるか検討する。

○療育手

帳等の判

定事務

児童福祉審議会

答申

○里親に関する事務

認定諮問

社会的養護の充実に対する特別区の考え方

など

【要保護児童対策調整機関】

立入調査、臨検・捜索など

保健所 保育園

小学校

中学校
児童館

障害者

福祉課

連携 情報共有

【関係部署】

○児童委員に関する事務 ○障害児入所給付費の支

給等に関する事務

○児童福祉施設に関

する事務
○指定療育機関

に関する事務

など

児童本人

家族

〔地域の関係機関〕

地域住民

医療機関
民生委員

児童委員

警察 ＮＰＯ等

など

意見具申意見照会

家庭

復帰

東 京 都

■施設入所に関する広域的調整

■児童相談所の立ち上げ当初の支援

■特に、高度な専門的な知識及び技術を要する相談への

対応に関する技術的援助や助言

＜治療指導事業＞

家庭、学校、施設において様々な不適応行動を示す子ど

もに対して、多領域専門スタッフが通所や宿泊による援助を

実施。

見守り・支援

援助
一貫した
支援体制

連絡調整 情報提供

関係部署との連
携による総合的
なアプローチ

地域の関係機関等との連携による
子どもの状況等の的確な把握と、
きめ細かな対応

入所措置・里親委託

見守り・支援

通告

相談

通告

相談

 


